
社会教育法より（抜粋） 

 

（目的） 

第２０条 公民館は、市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教

育、学術及び文化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増

進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的と

する。 

 

 （公民館の設置者）  

第２１条 公民館は、市町村が設置する。  

２ 前項の場合を除くほか、公民館は、公民館の設置を目的とする一般社団法人又は

一般財団法人（以下この章において「法人」という。）でなければ設置することがで

きない。  

３ 公民館の事業の運営上必要があるときは、公民館に分館を設けることができる。 

 

（公民館の事業） 

第２２条 公民館は、第二十条の目的達成のために、おおむね、左の事業を行う。 

但し、この法律及び他の法令によって禁じられたものは、この限りでない。 

（１） 定期講座を開設すること。 

（２） 討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等を開催すること。 

（３） 図書、記録、模型、資料等を備え、その利用を図ること。 

（４） 体育、レクリエーション等に関する集会を開催すること。 

（５） 各種の団体、機関等の連絡を図ること。 

（６） その施設を住民の集会その他の公共的利用に供すること。 

 

（公民館の運営方針） 

第２３条 公民館は、次の行為を行ってはならない。 

（１）もっぱら営利を目的として事業を行い、特定の営利事業に公民館の名称を利

用させその他営利事業を援助すること。 

（２）特定の政党の利害に関する事業を行い、又は公私の選挙に関し、特定の候補 

者を支持すること。 

２ 市町村の設置する公民館は、特定の宗教を支持し、又は特定の教派、宗派若しく 

 は教団を支援してはならない。 

 

 


